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答  申 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以下

「法」という。）２５条２項の規定に基づく各保護変更決定処分、法６２

条３項の規定に基づく保護停止決定処分及び保護廃止決定処分に係る各審

査請求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。 

 

第１ 審査会の結論 

本件各審査請求は、いずれも棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件各審査請求の趣旨は、〇〇福祉事務所長（以下「処分庁」とい

う。）が、請求人に対し、各保護変更決定通知書により行った法２５

条２項の規定に基づく各保護変更決定処分（以下「本件変更処分１」

及び「本件変更処分２」という。）、法６２条３項の規定に基づく保

護停止決定処分（以下「本件停止処分」という。）及び令和４年５月

１２日付けで行った保護廃止決定処分（以下「本件廃止処分」とい

い、本件変更処分１、本件変更処分２、本件停止処分と併せて「本件

各処分という。）のそれぞれの取消しを求めるものである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨 

請求人は、おおむね以下の理由により、本件各処分はいずれも違法

又は不当であると主張する。 

不当又は違法な保護変更決定、保護停止決定、及び保護廃止決定を

取消し、正当な保護変更決定に基づく保護費支給額を決定し、保護費

を復活させ賠償すること。 

保護停止決定通知書の理由に記載の「所の指導指示に従わない」た

めとあるが、請求人は、ケースワーカーに対し、７月１日の保護費支
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給前に弁済供託行う旨、供託金は被供託者（ここでは処分庁）に所有

権があり払戻請求できる旨、保護変更決定額は保護基準額どおりであ

る旨、供託の際に必要な事項は届けてあるので収入申告は行わない。 

処分庁は、弁済供託を認めずに、不適正な保護変更決定に気づき、

給与明細や収入申告を要求している。保護変更決定通知書は個人情報

であり、新設、廃止、差額計算の指導指示はできないはずである。 

処分庁は法６２条１項に基づく指示を主張しているが、法２７条３

項の被保護者の意に反し、生活の維持向上にそぐわない指導指示を強

制しており、指示には従わない。 

令和３年９月分から令和４年１月分までの給与明細書は各月の適応

内で提出し、令和３年９月分から同年１１月分までは民法４９４条弁

済供託中であり、また、供託は収入申告書否定である。指示理由の稼

働収入額は把握できず、適正な保護費算定ができないというのは処分

庁の虚偽の主張である。弁済供託した場合の稼働収入の控除算定もな

されていない。 

弁明の出席において、処分庁は、給与明細の再提出を指示した理由

に答えられずに退席を迫った。保護決定通知の審査請求に対する重要

性の分からない処分庁に対し、意見はないので早々に退席した。法２

７条２項で被保護者の自由を尊重すべきである。 

保護停止決定処分について、指示書については審査請求中であるこ

と、給与明細については既に提出済みであること、弁済供託は法２７

条１項の生活の維持を妨げていること、早期退席を理由に弁明を行わ

なかったことは事実を捻じ曲げている。返還金１２，０５１円も妥当

ではない。 

処分庁の弁明書には給与明細書の不提出を主張しているが、弁済供

託の対処について何ら弁明がない。指示書の理由と弁明書の理由が矛

盾している。上記のとおり指示に従う理由はなく、現在審査請求中に

もかかわらず、指示書、弁明の通知、弁明、保護停止決定処分、保護

廃止決定処分を行った。 
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第４ 審理員意見書の結論 

   本件各審査請求にはいずれも理由がないから、行政不服審査法４５

条２項の規定を適用して棄却すべきである。    

 

第５ 調査審議の経過 

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。 

年 月 日 審 議 経 過 

令和 ５年 １月２７日 諮問 

令和 ５年 ２月２７日 審議（第７５回第２部会） 

令和 ５年 ３月２４日 審議（第７６回第２部会） 

 

第６ 審査会の判断の理由 

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結果、

以下のように判断する。 

１ 法令等の定め 

⑴ 法４条１項によれば、保護は、生活に困窮する者が、その利用し

得る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維持

のために活用することを要件として行われるとされている。 

⑵ 法２５条２項によれば、「保護の実施機関は、常に、被保護者の

生活状態を調査し、保護の変更を必要とすると認めるときは、速や

かに、職権をもってその決定を行い、書面をもって、これを被保護

者に通知しなければならない」とされている。 

⑶ア 法２７条１項によれば、保護の実施機関は、被保護者に対して、

生活の維持、向上その他保護の目的達成に必要な指導又は指示を

することができる、とされている。 

 イ そして、「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和

３８年４月１日付社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局

長通知」という。）第１１・２・⑴によれば、保護受給中の者に
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ついては、随時、必要な助言、指導を行うほか、その他、保護の

目的を達成するため、又は保護の決定実施を行うため、特に必要

があると認められるとき（第１１・２・⑴・ス）は、必要に応じ

て法２７条の規定に基づく指導指示を行うこととされている。 

また、同・⑷によれば、「法第２７条による指導指示は、口頭

により直接当該被保護者（これによりがたい場合は、当該世帯

主）に対して行うことを原則とするが、これによって目的を達せ

られなかったとき、または目的を達せられないと認められるとき、

及びその他の事由で口頭によりがたいときは、文書による指導指

示を行うこととする。当該被保護者が文書による指導指示に従わ

なかったときは、必要に応じて法第６２条により所定の手続を経

たうえ当該世帯又は当該被保護者に対する保護の変更、停止又は

廃止を行うこと。」とされている。 

ウ  さらに、「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについ

て」（昭和３８年４月１日付社保第３４号厚生省社会局保護課長

通知。以下「課長通知」という。）第１１・問１の答によれば、

被保護者が書面による法２７条の指導指示に従わない場合に、保

護の変更によることが適当でない場合は保護を停止することとし、

保護の停止後においても引き続き指導指示に従わない場合には、

さらに書面による指導指示を行うこととし、これによってもなお

従わない場合、法６２条の所定の手続を経た上で保護を廃止する

こととする。また、上記にかかわらず、保護の停止を行うことに

よっては当該指導指示に従わせることが著しく困難であると認め

られるときは、保護を廃止することとされている。 

⑷ 法６１条によれば、被保護者は、収入、支出その他生計の状況に

ついて変動があったとき、又は居住地若しくは世帯の構成に変動が

あったときは、すみやかに、保護の実施機関又は福祉事務所長にそ

の旨を届け出なければならないとされている。 
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⑸ 法６２条１項によれば、被保護者は、保護の実施機関が、法２７

条の規定により、被保護者に対し、必要な指導又は指示をしたとき

は、これに従わなければならないとされ、同条３項は、保護の実施

機関は、被保護者が同条１項の指導又は指示による義務に違反した

ときは、保護の変更、停止又は廃止をすることができる、としてい

る。 

そして、同条４項は、前項の規定により保護の変更、停止又は廃

止の処分をする場合には、当該被保護者に対して弁明の機会を与え

なければならない、とし、この場合においては、あらかじめ、当該

処分をしようとする理由、弁明をすべき日時及び場所を通知しなけ

ればならない、としている。 

また、生活保護法施行規則１９条によれば、法６２条３項に規定

する保護の実施機関の権限は、法２７条１項の規定により保護の実

施機関が書面によって行った指導又は指示に、被保護者が従わなか

った場合でなければ行使してはならない、とされている。その趣旨

は、保護の実施機関が上記の権限を行使する場合にこれに先立って

必要となる法２７条１項に基づく指導又は指示を書面によって行う

べきものとすることにより、保護の実施機関による指導又は指示及

び保護の廃止等に係る判断が慎重かつ合理的に行われることを担保

してその恣意を抑制するとともに、被保護者が従うべき指導又は指

示がされたこと及びその内容を明確にし、それらを十分に認識し得

ないまま不利益処分を受けることを防止して、被保護者の権利保護

を図りつつ、指導又は指示の実効性を確保することにあるものと解

され、法２７条１項に基づく指導又は指示の内容が客観的に実現不

可能又は著しく実現困難である場合には、当該指導又は指示に従わ

なかったことを理由に法６２条３項に基づく保護の廃止等をするこ

とは違法となると解されている（最高裁判所平成２６年１０月２３

日判決。裁判所ウェブサイト掲載判例参照）。 
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⑹ 収入認定について、「生活保護法による保護の実施要領につい

て」（昭和３６年４月１日付厚生省発社第１２３号厚生事務次官通

知。以下「次官通知」という。）第８・２によれば、収入の認定

は、月額によることとし、この場合において、収入がほぼ確実に推

定できるときはその額により、そうでないときは前３箇月間程度に

おける収入額を標準として定めた額により、数箇月若しくはそれ以

上の長期間にわたって収入の実情につき観察することを適当とする

ときは長期間の観察の結果により、それぞれ適正に認定することと

されている。 

そして、第８・３（認定指針）・⑴（就労に伴う収入）・ア・

(ｱ)によれば、官公署、会社、工場、商店等に常用で勤務し、又は

日雇その他により勤労収入を得ている者については、基本給、勤務

地手当、家族手当及び超過勤務手当等の収入総額を認定することと

され、同(ｲ)によれば、勤労収入を得るための必要経費としては、

⑷（勤労に伴う必要経費・別表「基礎控除額表（月額）」の額）に

よるほか、社会保険料、所得税、労働組合費、通勤費等の実費の額

を認定することとされている。 

⑺  冬季加算について、保護基準別表第１・第１章・１・⑵・イに

よ る と 、〇 〇 区を含 む 東 京都 の 冬季加 算 地 区区 分 はⅥ区 に あ た

る。 

  そして、保護基準別表第１・第１章・１・⑴・ア・ （ア）・第２類に

よると、〇〇区を含む東京都内（Ⅵ区）における冬季加算は、一人

世帯においては、１１月から翌年３月に限り月額２，６３０円を計

上することとされている。 

⑻ 民法４９４条１項は、供託について、弁済者は、弁済の提供をし

た場合において、債権者がその受領を拒んだとき（１号）及び、 

債権者が弁済を受領することができないとき（２号）には、債権者

のために弁済の目的物を供託することができるとし、この場合、弁

済者が供託をした時に、その債権は消滅するとしている。そして、
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同条２項は、弁済者が債権者を確知することができないときも、弁

済者に過失がないときは１項と同様とするとしている。 

⑼ 次官通知、局長通知及び課長通知は、いずれも地方自治法２４５

条の９第１項及び３項の規定による法の処理基準である。 

２ 本件各処分についての検討 

⑴ 本件変更処分１及び本件変更処分２について 

ア 本件変更処分１について、処分庁は、令和４年３月１７日、請

求人から同年３月分の収入申告がなかったため、次官通知第８・

２に基づき、直近に提出のあった令和３年１２月分の収入申告を

基に処分庁が４月支給分の給与について算定し、これを４月分の

収入として認定する（１・⑹）こととし、同年４月１日を変更年

月日として、給与収入から基礎控除及び必要経費を控除した５

５，２７５円を収入認定するとともに、住宅扶助費を６７，５０

０円に変更し（居住している簡易宿泊所の日割算出額２，２５０

円×３０日）、これにより請求人の同月分の保護費を８９，１０

５円に変更する保護変更決定処分を行ったことが認められる。 

イ 本件変更処分２について、処分庁は、冬季加算が３月までに限

って引上げされる（１・⑺）ことから、令和４年３月１８日、同

年４月１日を変更年月日として、冬季加算２，６３０円の認定を

削除する保護変更決定処分を行ったものである。 

本件変更処分１及び本件変更処分２は、いずれも上記１の法令等

の規定に則って行われたものと認められ、また、違算もないことか

ら、違法又は不当な点があるということはできない。 

⑵ 本件停止処分について 

ア  処分庁は、上記１・⑶のとおり、局長通知第１１・２・⑴に

より、請求人に対し、①収入申告書及び給与明細等の提出を求

める旨、②請求人の供託は要件を満たしておらず、事務所に直

接生活保護費を返還するよう求める旨及び③通勤経路の報告を



 

- 8 -  

求める旨の各指導を、局長通知第１１・２・⑷により文書で行

ったことが認められる。 

しかしながら、請求人から処分庁に対し、指導①にある収入

証明となる給与明細の写しの提出はなく、指導③にある通勤経

路の報告もなかったことがそれぞれ認められる。そして、指導

②にある供託についても、請求人が事務所に直接返還した事実

は認められない。 

そこで、処分庁は、法２７条１項の規定に基づき、請求人に

対して、令和３年９月分から令和４年１月分までの収入申告書

及び給与明細等並びに令和３年１０月以降の請求人の勤務地及

びその通勤経路が分かる書類の提出を指示したものの（本件指

示１）、請求人が本件指示１を履行しなかったことから、法６

２条４項の規定に基づき、弁明についての通知書を請求人に送

付したことが認められる。 

イ 以上の事実によれば、供託が認められないことを理由に収入認

定に必要な書類等の提出を拒否し続ける請求人に対し、事務所の

担当職員は繰り返し指導を行ったが履行されなかったものと認め

られることから、処分庁が請求人に対し、本件指示１を行ったこ

とは妥当である。また、指示の内容も保護の目的を達成するため

に必要かつ相当なものであるといえる。 

そして、請求人は本件指示１に従わず、本件弁明１について

は、処分庁職員を訴えるなどの不満を述べ、早々に退席している

ことが認められる。 

そうすると、被保護者が法２７条による文書による指導指示に

従わない場合は、保護の変更、停止又は廃止をすることができる

ことからすれば（上記１・⑸）、処分庁の行った本件停止処分

は、上記１の法令等の規定に基づき保護の変更、停止又は廃止の

判断が適正になされたものと認められ、また、本件停止処分に伴

い発生する返還金の算定を含め、いずれの手続をみても、何ら違
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法、不当な点を認めることはできない。 

よって、本件停止処分は、違法又は不当なものとは認められない。 

 ⑶ 本件廃止処分について 

ア 処分庁は、本件停止処分の後、法２７条１項の規定に基づき、

令和３年９月分から令和４年１月分までの収入申告書及び給与明

細等並びに令和３年１０月以降の請求人の勤務地及びその通勤経

路が分かる書類の提出を改めて指示する「指示書」を、請求人に

対し送付したことが認められる（本件指示２）。 

しかしながら、請求人が本件指示２を履行しなかったことか

ら、処分庁は、法６２条４項の規定により、請求人に対して弁明

通知を送付した。 

請求人は、法６２条４項に基づく弁明の場（本件弁明２）にお

いて、給与明細書の再提出を指示されることに納得がいかない旨

及び勤務地を秘匿するのは襲撃のおそれがある旨等を述べるにと

どまったので、処分庁は以下の回答をしたことが認められる。 

① 給与明細書は収入申告書に添付して提出するものであり、給

与明細書以前に収入申告書はいずれも提出されていない。 

② 給与明細書については、令和３年９月分と令和４年１月分の

給与明細書が提出されておらず、令和３年１０月分ないし同年

１２月分の給与明細書の再提出を求めるものではない。 

   以上のことから、処分庁は、令和４年５月１１日にケース診断

会議を開催し、法２７条に基づく本件指示２を請求人が履行しな

いことが、法６２条３項の規定に定める指示義務違反に該当する

ため、保護廃止が妥当と判断し、同月１２日付けで本件廃止処分

を決定し、その旨請求人に通知したことが認められる。 

イ 以上の事実によれば、本件指示２の内容を請求人は守らなかっ

たこと、請求人に付与された弁明の機会において、主張の内容に

十分な理由がなかったこと、処分庁が停止処分をしてもなお収入

申告を行わず、指示義務違反が続いたため、処分庁は本件廃止処
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分を行ったものであり、上記１の法令等の規定に基づき適正にな

されたものと認められる。 

したがって、処分庁が、請求人の指示義務違反を理由に、法６２

条３項の規定に基づき、請求人への保護を廃止したこと（本件廃止

処分）について、違法又は不当な点があるとはいえない。 

３ 請求人の主張についての検討 

請求人は、本件各処分について、上記第３のとおり主張する。 

しかし、本件各処分がいずれも法令等の規定に基づき、適正になさ

れていると認められることは、上記２のとおりであり、本件各処分を

取り消し、保護費の復活を求める請求人の主張は認められない。 

また、請求人は、本件指示１及び本件指示２が被保護者の意に反

し、生活の維持向上にそぐわないなどとして、指示には従わない旨主

張しているが、上記１・⑸のとおり、被保護者は、保護の実施機関が

法２７条の規定により被保護者に対し必要な指導又は指示をしたとき

は、これに従わなければならず、また、本件指示１及び本件指示２の

内容が、不適切であったとは認められないから、請求人の当該主張に

は理由がない。 

４ 請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討 

その他、本件各処分のいずれにも違法又は不当な点は認められな

い。 

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令

解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に行わ

れているものと判断する。 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

 後藤眞理子、山口卓男、山本未来 

 


